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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営理念のもと、株主をはじめとする全てのステークホルダーに対する使命と責任を果たし、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
を果たすため、透明性・公正性の高い経営を支えるより強固なコーポレートガバナンス体制の構築に取組むことをコーポレートガバナンスに関する
基本的な考え方といたします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則をすべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

１．政策保有株式の縮減に関する方針・考え方

当社は、取引関係・協業関係の維持強化につながり、結果として当社グループの持続的成長及び長期的な企業価値の向上に資すると判断した場
合、または業界動向を知るために限り政策保有株式を保有する考えであります。一方、当社は政策保有株式について保有の意義が希薄と考えら
れる保有株式については、できる限り速やかに処分・縮減していく考えであります。そのため、毎期取締役会において個別銘柄ごとに保有目的と
現状との適合性、保有に伴うリスクや便益と資本コストとのバランスを精査し、保有の適否を検証しております。

２．政策保有株式に係る議決権行使基準

当社は、政策保有株式に係る議決権行使については、全ての議案に対して当社の保有目的の実現を妨げないか、政策保有先企業の企業価値を
大きく毀損させる可能性はないか、コーポレートガバナンスにおいて重要な懸念がないかなどの観点から検討し、合理的に賛否を決定しておりま
す。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者との取引を含め、当社との取引を行うにあたっては市場価格や市場金利等に従って決定しております。なお、関連当事者との
取引は法令等に従い、個別注記表及び有価証券報告書において開示しております。また、当社と取締役及びその近親者（二親等内）との利益相
反取引については、法令及び取締役会規程に基づき、取締役会の決議及びその後の報告を要することとしております。

【補充原則２－４－１　中核人材の登用等における多様性の確保】

当社は、顧客ニーズの多様化や事業環境の急速な変化に対応していくには、様々な視点や経験を持った人材は今後ますます重要であるという認
識のもと、多様な人材の確保と活躍の推進に取組み、その概要を有価証券報告書（「人的資本・多様性への対応方針」）に開示しております。

【女性の管理職への登用】

当社は女性の活躍推進は特に重要な課題と捉えており、その風土づくりのため、2005年に女性活躍推進プロジェクト「トーホー・ポジティブ・アク
ション（TPA）推進プロジェクト」を発足し、女性の「職域拡大」「育成登用」「意識改革」に取組み、「総合職」「一般職」の区分廃止や「育児のための
短時間勤務制度」の導入など、制度の充実も並行して進めてまいりました。

現在では当該プロジェクトを「ダイバーシティ推進プロジェクト」へと改組し、女性管理職比率の向上と男性育児休業取得率の向上に取組んでおり
ます。

なお、2024年1月期当社有価証券報告書にて公表の通り、当社グループの女性管理職・リーダー職比率の目標を以下の通り掲げております。

　【女性管理職・リーダー職比率】

2023年度（実績）　 9.8％（注１）

2024年度（実績）　10.8％（注１）

2025年度（実績）　11.4％（注１）

2030年度（目標）　20.0％（注２）

（注１）当社及び㈱トーホーフードサービス、㈱トーホーキャッシュアンドキャリー、㈱トーホービジネスサービス、㈱トーホー・北関東、㈱トーホー沖
縄、関東食品㈱、㈱エフ・エム・アイ、㈱トーホー・コンストラクション、㈱アスピットの実績

（注２）国内連結グループ会社全体での目標

【外国人の管理職への登用】

当社グループの海外事業売上高の比率は、連結売上高に対して４％程度であることから、外国人の採用や管理職への登用に関する推進目標は
設定しておりませんが、国籍を問うことなく、人材の採用、登用を行っております。なお、海外子会社における現地人社員の管理職への登用は積
極的に行っております。

【中途採用者の管理職への登用】

当社では従来から組織の活性化、人材の活性化への取組みの一つとして積極的に中途採用を実施しており、管理職への登用も行っております。

中途採用者の管理職割合は2026年3月末現在25.9％（対象：㈱トーホー、㈱トーホーフードサービス、㈱トーホーキャッシュアンドキャリー、㈱トー
ホービジネスサービス、㈱トーホー沖縄）であります。今後につきましても、推進目標を設定せずとも積極的に中途採用を実施し、必要に応じて管
理職への登用を行っていく考えであります。



【補充原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金の積立金の運用が従業員の安定的な資産形成に加えて、当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、資産運用に関する
意思決定は資産運用委員会の審議を基に、代議員会において決定しております。資産運用委員会及び代議員会には、当社の財務部門や人事部
門等から適切な資質を持った人材を配置しております。また代議員会はそうした人材と受益者である従業員とが半々で構成されており、利益相反
を防いでおります。

資産運用委員会は運用機関に対し、運用の目的が十分達成できているか等のモニタリングを行っております。また、当社はスチュワードシップコー
ドの受入れを表明している運用機関に企業年金を委託しておりますが、運用機関からの定期的な報告や運用機関との建設的な対話を通じてス
チュワードシップ活動のモニタリングに努めております。

【原則３－１　情報開示の充実】

当社は、経営方針のひとつである「コンプライアンスと適時情報開示」のもと、株主様をはじめとするあらゆるステークホルダーに対し、会社情報の
公正かつ、適時・適切な開示に努めております。

具体的には金融商品取引法および東京証券取引所が定める適時開示規則などに基づく情報開示に努める他、ステークホルダーに当社グループ
を理解していただくために重要あるいは有益であると判断した情報についても、積極的に開示を行います。

（ⅰ）経営理念、経営計画の概略を当社ホームページ（https://www.to-ho.co.jp/company/topmessage.html）に開示しております。

（ⅱ）当社は、経営理念のもと、株主をはじめとする全てのステークホルダーに対する使命と責任を果たし、持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上を果たすため、透明性・公正性の高い経営を支えるより強固なコーポレートガバナンス体制の構築に取組むことをコーポレートガバナンスに
関する基本的な考え方とし、有価証券報告書等で開示しております。

（ⅲ）取締役の報酬の決定に関する方針と手続きを事業報告や有価証券報告書等に開示しております。当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬
は、業績連動報酬（業績連動金銭報酬と株式報酬）と役位別固定報酬で構成され、そのうち業績連動金銭報酬は月額報酬の一部として支払われ
ます（中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的として、2024年4月23日開催の第71回定時株主総会において信託を
用いた業績連動型株式報酬制度を導入し、その後運用しております。）。株式報酬については、株式給付規程に基づき役位及び業績達成度に応
じて、当社株式を給付します。取締役報酬の改定方針やその水準の検証、妥当性については、構成員の過半数を独立社外取締役とし、かつ独立
社外取締役が委員長を務める報酬諮問委員会が客観的かつ公正な観点から検討し、取締役会に答申しております。なお、原則として代表取締役
は報酬諮問委員会の委員となりません。　

（ⅳ）当社の取締役・監査役候補者の指名は、業績・人格等に基づく評価の結果選ばれた人材について、構成員の過半数が独立社外取締役で構
成され、独立社外取締役が委員長を務める指名諮問委員会（代表取締役は原則委員となりません）が面接などを通して選考し、取締役会及び監
査役会に答申しております。一方、取締役の解任については、法令、定款等に重大な違反があった場合やその職務や職責を果たせていないこと
が明らかになった場合等に、指名諮問委員会が協議のうえ取締役会に答申いたします。

（ⅴ）第73回定時株主総会で新たに選任されました取締役については、選任理由を「第73回定時株主総会招集ご通知」の参考書類に開示しており
ます。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取り組み等】　

1．サステナビリティに関する情報開示

・当社では、サステナビリティに関する取り組みを重要な経営課題と位置付け、特に重点的に取り組むべき課題として５つのマテリアリティ（重要課
題）を特定し、その取り組みについて当社ホームページ（https://www.to-ho.co.jp/sustainability/report.html）等で開示しています。

2．人的資本、知的財産への投資に関する情報開示　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・当社グループは経営憲章の中で「企業は人である」と定め、企業の持続的成長には従業員の成長が必要不可欠であり、その中でも健康の維持・
向上は従業員とその家族の幸せに欠かせない最も基本的な要素であると考えています。そのため、従業員が健康で活力に満ち、最高のパフォー
マンスを持続できる労働環境の整備に取り組む「健康経営」の推進を最重要テーマと位置づけ、要治療者の重症化予防や生活習慣の改善、ヘル
スリテラシー向上に取り組んでいます。

これらの方針、体制及び取り組みは当社ホームページ等において開示しています。（当社ホームページ　https://www.to-ho.co.jp/sustainability/st
afｆ.html ）

また、サステナビリティ方針のマテリアリティの一つである「個性の尊重と能力を発揮できる組織の構築」に基づき、グループ横断的に活躍する人
材を育成すべく、多様な人材の活躍推進（ダイバーシティ）やグループ内の会社間異動の活性化、自律的なキャリア形成支援に取り組んでおりま
す。さらに、今後の海外事業展開を見据え、海外勤務意向のある社員を公募で登録し、語学研修の受講とともに、国内の海外部門への異動や海
外派遣などの実践を通じてグローバルに活躍する人材層を蓄積していきます。

従業員が働きがいや誇りを持って働くことの実現を通して、従業員エンゲージメントと企業価値の向上を目指します。なお、これらの指標と目標は
有価証券報告書等で開示しております。

3．気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や損益等に与える影響についての情報開示

・TCFDの枠組みに基づき、今後の気温上昇により起こり得る事態による当社グループへの影響（リスクと機会）を整理し、それらへの対応策並び
に温室効果ガス排出量の削減目標を有価証券報告書等で開示しております。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

当社は、取締役会は経営戦略や経営計画の方向付けを判断・決定することがひとつの責務であるという考えに基づき、取締役会の決議をもって
決定すべき事項について取締役会規程で定めております。

一方、迅速・果断な業務の執行を実現させるため、業務執行役員に委任すべき範囲を取締役会で決議し、開示しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、「社外取締役及び社外監査役の独立性判断基準」について、有価証券報告書に開示しております。

独立社外取締役の前提になる社外取締役の選任基準のひとつとして、「企業経営者としての豊富な経験に基づく、実践的な視点を持つ者、及び
世界情勢、社会・経済動向などに関する高い見識に基づく、客観的かつ専門的な視点を持つ者から選任する。」ことを掲げており、この基準に即し
た選任を行い、多様な視点から、取締役会の適切な意思決定、経営監督の実現を図っております。

また、在任期間が長期化することで独立性が懸念されることのないよう、連続就任年数を原則８年までとしております。

【補充原則４－１０－１　独立した指名委員会・報酬委員会の設置】

当社は、監査役会設置会社を採用するについて、更なるコーポレートガバナンスを推進するために、取締役８名のうち社外取締役を４名選任のう
え、全員を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

取締役の指名・報酬は、コーポレートガバナンスの根幹をなすとの認識から、これらの事項について独立社外取締役の適切な関与・助言を得るた
めに、取締役会の諮問機関として、指名委員会等設置会社の利点を取り入れた、任意の指名諮問委員会及び報酬諮問委員会を設置しておりま
す。両委員会は、各々構成員である取締役３名のうち独立社外取締役を過半数の２名とし、各委員長も独立社外取締役としております。なお、原
則として代表取締役は両委員会の委員となりません。

指名諮問委員会では、企業価値の向上、業務執行の監督機能を有効に機能させるため、取締役、監査役、執行役員および主要子会社の代表取
締役としてふさわしい候補者を選考し、取締役会および監査役会に答申しております。報酬諮問委員会では、役員報酬の透明性・客観性を確保し
て、役員報酬の改定方針やその水準の検証、妥当性などを検討し取締役会へ答申しております。



【補充原則４－11－１　取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現することを目的に、戦略や重要課題についての議論を充実させ、それに基づく重要な
意思決定と実効性の高い監督を行うため、以下の考えのもと取締役会全体としての知識、経験、能力のバランスが最適になるよう努めておりま
す。

・取締役会は、経営の透明性、客観性を確保するため、社外取締役と社外監査役の員数の合計が取締役会の員数の半数を下回らないように構
成する。

・社外取締役を除く取締役は、当社及び当社グループ会社における実務経験や専門的知見を有し、それらに基づく業務執行判断スキルを持つ者
を選任する。

・社外取締役は、独立的・客観的な立場から当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するという観点から、他社の経営経験やガバ
ナンス、法務、財務・会計、ＩＴ・デジタル、ＥＳＧ等について専門的なスキルを有する者を選任する。

・監査役は独立的・客観的な立場から、取締役の職務執行の監査等の役割を果たすため、法務、財務・会計に関する豊富な知識と経験、高い見
識を有している者を選任する。

・当社が定める独立性の判断基準（有価証券報告書等で開示）をクリアしない者は社外役員として選任しない。

以上の考え方に基づく現状のスキル・マトリックスをコーポレート・ガバナンスに関する報告書の末尾および統合報告書で開示しております（https:/
/www.to-ho.co.jp/sustainability/report.html）。

なお、取締役会の構成における多様性確保については、2023年度には女性の社外取締役が選任され、2025年度には社内昇格による女性の社内
取締役が選任されました。

取締役の選任手続きは、指名諮問委員会において上記の考え方のもと、それにふさわしい候補者を選考し、取締役会に答申しております。

【補充原則４－11－２　取締役・監査役の兼任状況】

当社は、取締役候補者及び取締役ならびに監査役候補者及び監査役の重要な兼職の状況を株主総会参考書類や事業報告等の開示書類にお
いて、開示しております。また、社外取締役及び社外監査役は当社以外に4つ以上の会社・団体の役員を兼務している場合は原則選任しないこと
としており、兼職の状況については、事業報告、有価証券報告書にも掲載しております。

【補充原則４－11－３　取締役会の実効性の分析・評価】

当社は、取締役会が企業価値を向上させる組織としての役割・責務を継続的に果たしていくため、取締役会の実効性の評価を全取締役、全監査
役によるアンケート形式により、毎年行い、取締役会で評価、検討し、改善に努めております。また、その結果の概要を事業報告書等で開示してお
ります。

【補充原則４－14－２　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役・監査役がそれぞれの立場に応じた役割・責務を深く理解し、必要な知識を継続的に習得・更新できるよう、役員属性（新任・社内
外）や担当領域に応じた体系的なトレーニングを継続的に実施する方針としております。

・新任社外役員に対しては、就任直後に当社の事業、財務状況及び組織等の会社固有の情報を説明し、当社展示商談会見学等を実施しており
ます。また、就任後も当社に対する理解を深めるための情報を適宜提供しております。

・新任社内役員に対しては、就任前後に上場会社の取締役・監査役に求められる役割と法的責任を含む責務等を理解する機会を提供しておりま
す。

・全役員に対しては外部弁護士による定期セミナーや外部研修への参加支援を通じて、知識の継続的な習得・研鑽に努めております。加えて2026
年度よりグループ役員全員を対象とした体系的なe-ラーニングプログラムを導入し、会社法・金融商品取引法・コーポレートガバナンス・DX・サステ
ナビリティ等にわたる知識水準の平準化および取締役会の実効性向上を推進してまいります。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するため、株主と様々な場面において建設的な対話を目指します。

　〔株主との対話に関する担当役員〕

　　株主との対話全般について、コーポレート・コミュニケーション部担当役員がその統括を行い、合理的な範囲で対応しております。

　〔対話を補佐する体制〕

　　株主との対話を合理的かつ円滑に行うために、財務部及びＩＲ担当部署が中心となり関連部署と連携をとっております。

　〔ＩＲ活動〕

　　 期末及び第２四半期決算発表後に決算説明会を実施するほか、随時、個別面談を実施しております。また、当社ホームページ、株主総会招

集ご通知、統合報告書等を通じて積極的な情報開示を行っております。

　〔経営戦略や経営計画の公表〕

　　中期経営計画を策定し、計画と戦略の骨子を公表しております。中期経営計画は、定量目標（売上高、当期純利益、資本・資産効率）とその達
成に向けた戦略で構成しており、その進捗状況の開示に努めております。　

　〔取締役会へのフィードバック〕

　　株主との対話、ＩＲ活動で得た株主の意見は、取締役会等に適切にフィードバックしております。

　〔インサイダー情報の管理〕

　　コーポレート・コミュニケーション部担当役員及びＩＲ担当部署は、株主との対話及びＩＲ活動の際、社内規程に基づき、内部情報を厳重に管理し
ております。

＜株主及び投資家との対話状況（2026年1月期の実施状況）＞

①実施内容及び主な対応者

　・決算説明会（半期毎に年２回）、個別面談（延べ41回）、個人投資家向けIRイベントへの参加

　・代表取締役、財務部担当役員、コーポレート・コミュニケーション部（ＩＲ担当部署）

②対話を行った株主・投資家の概要

　・国内・海外機関投資家、アナリスト、個人投資家等

③対話の主なテーマや株主の関心事項

　・会社概要（経営方針、ビジネスモデル、同業他社）

　・決算概要（市場環境、値上げの状況、物流費上昇の影響、海外事業の状況、業績予想との差異）

　・中長期戦略（設備投資、海外事業、M&A、プライベートブランド商品等）

　・株主還元

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】



記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年3月12日

該当項目に関する説明

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について、現中期経営計画（３ヵ年計画）「SHIFT-UP 2027」において設定したPBR及びRO

Eの目標値に対する進捗状況及び資本コストと収益性の現状分析について開示（アップデート）しております。収益力と資本効率の向上及び成長
期待の醸成により株式市場からの評価を高めてまいります。詳細は以下をご覧ください。

【和文】

・中期経営計画「SHIFT-UP 2027」資料8P～10P

https://www.to-ho.co.jp/files/pdf/ir/shift_up_2027_2.pdf

・2026年1月期決算説明資料41P～43P

https://ssl4.eir-parts.net/doc/8142/ir_material_for_fiscal_ym/200380/00.pdf

【英文】

・2026年1月期決算説明資料41P～43P

https://ssl4.eir-parts.net/doc/8142/ir_material11/274939/00.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

国分ホールディングス株式会社 2,931,000 9.17

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,136,900 6.68

国分グループ本社株式会社 1,654,260 5.17

トーホー社員持株会 1,313,718 4.11

第一生命保険株式会社 924,000 2.89

前田　美也子 731,100 2.29

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD ACISG(FE-AC) 623,697 1.95

RE FUND 107-CLIENT AC 575,400 1.80

日本生命保険相互会社 564,480 1.77

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 343,353 1.07

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・当社は、自己株式を1,067,898株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

・持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

・自己株式には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が、役員向け株式給付信託に基づき保有する当社株式（84,300株）を含んでおりません。

・当社は、2026年１月13日開催の取締役会において、2026年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割することを決議し、併せて発
行可能株式総数について当社定款を変更しました。これにより、発行可能株式総数は83,852,400株となっております。

上記記載の大株主の状況及び自己株式数については、当該株式分割後の株式数を記載しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム



決算期 1 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

佐藤　尚文 他の会社の出身者 △

原田　比呂志 他の会社の出身者

渡真利　千恵 他の会社の出身者

山村　和正 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者



e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

佐藤　尚文 ○

佐藤尚文氏は、当社の取引銀行である株
式会社りそな銀行に勤務しておりました
が、退職後13年が経過しており、同行の
意向に影響を受ける立場ではありませ
ん。

＜社外取締役としての選任理由＞

金融機関及び事業会社での経営の経験と高い
見識を当社の経営に活かしていただきたいた
め選任いたしました。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

原田　比呂志 ○ ―――

＜社外取締役としての選任理由＞

行政分野での長年にわたる要職勤務と事業会
社での経営経験に基づく高い見識を当社の経
営に活かしていただきたいため選任いたしまし
た。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

渡真利　千恵 ○ ―――

＜社外取締役としての選任理由＞

事業会社で要職を歴任し、管理面や商品開
発、女性活躍推進などで豊富な経験と高い見
識を当社の経営に活かしていただきたいため
選任いたしました。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

山村　和正 ○

山村和正氏は、当社の主要取引銀行であ
る株式会社三井住友銀行に勤務しており
ましたが、退職後14年が経過しており、同
行の意向に影響を受ける立場ではありま
せん。

＜社外取締役としての選任理由＞　

金融機関での要職勤務と事業会社での経営経
験に基づく高い見識を当社の経営に活かして
いただきたいため、選任いたしました。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において、問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役



報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、指名委員会等設置会社の利点を取り入れた任意の指名諮問委員会及び報酬諮問委員会を設置し、役員指名と報酬の客観性と透明性
を確保しております。それぞれの委員会の構成は過半数が独立社外取締役であり、両委員会の委員長は、独立社外取締役となっております。ま
た、代表取締役は原則として両委員会の委員となりません。

指名諮問委員会では、企業価値の向上、業務執行の監督機能を有効に機能させるため、取締役、監査役、執行役員及び主要子会社の代表取締
役としてふさわしい候補者を選考し、取締役会及び監査役会に答申しております。

報酬諮問委員会では、役員報酬の透明性・アカウンタビリティ・客観性を確保して、役員報酬の決定方針や報酬水準の妥当性などを検討し取締役
会へ答申するとともに、その運用のモニタリングを行っております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役が会計監査人の会計監査に積極的に立合うとともに、定期的に監査役会に会計監査人及び監査室長が参加し、双方向のコミュニケーショ
ンを行うことにより連携を図っております。また、監査役は内部監査の計画及び結果の報告を、監査室より定期的に及び必要に応じて受け、相互
の連携を図っております。

会計監査人の状況については、第73回定時株主総会招集ご通知の添付書類「会計監査人の状況」をご参照ください。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

中島　亨 他の会社の出身者 △

中川　一之 他の会社の出身者

種谷　有希子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）



k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中島　亨 ○

中島亨氏は、当社の取引銀行である株式
会社みなと銀行に勤務しておりましたが、
退職後８年が経過しており、同行の意向
に影響を受ける立場ではありません。

＜社外監査役役としての選任理由＞

長年にわたり金融機関で要職を歴任し、事業
会社における経営者としての豊富な経験と高
い見識を当社の経営に活かしていただきたい
ため選任いたしました。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

中川　一之 ○ ―――

＜社外監査役としての選任理由＞

公認会計士として監査法人の代表社員を務め
るとともに事業会社において監査役に就任する
など、財務・会計に関する高い知識を当社の経
営に活かしていただきたいため選任いたしまし
た。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

種谷　有希子 ○ ―――

＜社外監査役としての選任理由＞

弁護士として専門的な知識を有するとともに、
企業法務のみならず男女共同参画推進など豊
富な経験を当社の経営に活かしていただきた
いため選任いたしました。

＜独立役員指定理由＞

当社の定める社外役員の「独立性に関する基
準」を満たし、かつ取引所の定める独立性判断
基準において問題とされうる事項はなく、一般
株主との利益相反が生じるおそれはないため、
独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

当社は、「社外取締役及び社外監査役の独立性判断基準」について、有価証券報告書に開示しております。

独立社外取締役の前提になる社外取締役の選任基準のひとつとして、「企業経営者としての豊富な経験に基づく、実践的な視点を持つ者、及び
世界情勢、社会・経済動向などに関する高い見識に基づく、客観的かつ専門的な視点を持つ者から選任する。」ことを掲げており、この基準に即し
た選任を行い、多様な視点から、取締役会の適切な意思決定、経営監督の実現を図っております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明



当社は、2024年４月23日開催の第71回定時株主総会の決議により、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、取締役が
株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的として、当
社の取締役（社外取締役、監査役及び国内非居住者を除く。）及び当社の委任型執行役員（国内非居住者を除く、総称して「取締役等」といいま
す。）を対象に、2025年１月期から信託を用いた新たな業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入いたしました。

①本制度の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株式を取得し、当社が各取締役等に付与するポ
イントの数に相当する数の当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）を、本信託を通じて各取締役等に付
与する株式報酬制度です。

本制度の対象期間は、2025年1月末日で終了する事業年度から2027年1月末日で終了する事業年度までの3事業年度及び当初対象期間の経過
後に開始する3事業年度ごとの期間の間に在任する当社取締役等に対して支給いたします。

②取締役等に交付される当社株式の算定方法及び上限

当社は、当社取締役会で定めた株式給付規程に基づき、役位及び業績達成度に応じて算出されたポイントを各取締役等に付与するものとしてお
り、その上限は、１事業年度あたり10,000ポイント（うち、取締役分として8，000ポイント）を上限としております。なお、1ポイントは当社株式1株（1ポ
イント未満の端数は切り捨てる。）ことといたします。 また、取締役等が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時といたし

ます。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬につきましては、社内及び社外の区分でその総額を有価証券報告書及び事業報告において開示しております。有価証券報告書及
び事業報告につきましては、当社ホームページに掲載し、公衆縦覧に供しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役報酬の改定方針やその水準の検証、妥当性については、構成員の過半数を独立社外取締役とし、かつ独立社外取締役が委員長を務める
報酬諮問委員会が客観的かつ公正な観点から検討し、取締役会に答申しております。なお、代表取締役は原則として報酬諮問委員会の委員とな
りません。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

◎社外取締役のサポート体制

社外取締役は、経営陣との連携・調整については、取締役グループ戦略部長を、監査役または監査役会との連携・調整については監査役会議長
を、それぞれ窓口とする体制をとっております。また、必要に応じて代表取締役社長との協議の場も設けております。

社外取締役は取締役会の他に、戦略事項の議論の場でもある経営戦略会議にも参加しており、そうした会議体での議論やその他の追加情報を
通して当社の企業価値を高めるための課題などを客観的な立場で議論するため社外取締役だけの意見交換の場を設けております。また、必要に
応じてガバナンス委員会での追加の説明を求めたり、代表取締役社長との直接の面談で意見交換をしております。

◎社外監査役のサポート体制

当社は、監査役の職務を補助する使用人を監査室に置いております。

毎月開催される監査役会は、取締役会開催日の午前中に行うこととし、当日の取締役会の議案及び直前に開催された経営戦略会議の内容につ
いて関係部署から説明を受けることにより社外監査役に対する情報の共有化を図っております。

また、監査役会は、社外取締役と適宜会合をもつなど、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスク等について意見を交換し、信頼関係を深め
るよう努めております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

当社では、代表取締役社長等を退任した者が就任する相談役・顧問の制度は、2014年４月をもって廃止しました。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・当社は、監査役会設置会社制度を採用しており、取締役８名（男性：６名、女性：２名）のうち社外取締役を４名、監査役４名（男性：３名、女性：１
名）のうち社外監査役を３名選任しております。

・〈取締役会〉

取締役会は、社外取締役４名を含む取締役８名で構成され、原則として毎月１回、他に必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項
や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を監督しております。

また、取締役会は、その構成員全員が経営理念を共有し、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上のため、企業戦略の方向性を明確に
し、業務執行取締役による適切なリスクテイクを支援しております。また、独立社外取締役、独立社外監査役の独立性に根差した公正で実効性の
ある経営陣・取締役に対する監督機能を果たしております。

・〈監査役会〉

監査役会は、４名で構成され、うち３名が社外監査役（うち１名は公認会計士、１名は弁護士）であります。監査役会は毎月１回開催され、各監査
役は各年度に策定する監査計画に従い、監査室及び会計監査人と連携して監査役監査を行っております。また、取締役会及びその他重要な会
議へも出席し、経営状況の監査を行っております。

・〈ガバナンス委員会〉

ガバナンス委員会は、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガバナンスの基本方針について協議・検討
するとともに、当社グループを取り巻く経営環境の変化や当社グループが抱える経営課題等について協議・検討し、取締役会に答申しておりま
す。

・〈指名諮問委員会・報酬諮問委員会〉

当社では、取締役の指名・報酬は、コーポレート・ガバナンスの根幹をなすとの認識から、これらの事項について独立社外取締役の適切な関与・
助言を得るために、取締役会の諮問機関として、指名諮問委員会等設置会社の利点を取り入れた任意の指名諮問委員会及び報酬諮問委員会を
設置しております。両委員会は、各々構成員である取締役３名のうち独立社外取締役を過半数の２名とし、各委員長も独立社外取締役としており
ます。なお、代表取締役は原則として両委員会の委員となりません。

・〈経営戦略会議〉

経営戦略会議は、当社取締役、常勤監査役、主要子会社の社長で構成され、定期的に開催しております。当会議では、経営全般に関する方針、
計画策定等の絞り込んだテーマについて審議しております。

・〈経営会議〉

経営会議は、当社社内取締役、常勤監査役で構成され、定期的に開催しております。当会議では、規程で定められた事項の審議・決議を行う他、
経営戦略会議の決議を要する事項のうち事前審議を要する事項や年次予算策定にかかる事項について審議しております。

・〈会計監査〉

当社は、協立監査法人と監査契約を締結し、同監査法人が会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査及び内部統制監査を実施しておりま
す。

第73期（2025年２月１日から2026年１月31日）において業務を執行した公認会計士は、朝田　潔氏、水山　雅稔氏であり、監査業務に係る補助者1
5名（公認会計士14名、その他１名）であります。監査公認会計士等に対する報酬の内容は、当社グループに関わる監査業務35百万円でありま
す。

・〈内部監査及び監査役監査〉

社長直轄の監査室（８名）が、法令及び社内規程の遵守状況、内部統制システムや事業活動全般の妥当性・効率性について内部監査を実施して
おり、監査役は、重要な会議への出席、重要書類の閲覧、取締役等に対する業務報告の要求、会計監査人監査の立会等の方法により、会計監
査及び取締役等の業務執行について適法性の監査を実施しております。また、定期的に監査役会に会計監査人及び監査室長が参加し、双方向
のコミュニケーションを行うことにより連携を図るとともに、監査役は内部監査の計画及び結果の報告を、監査室より定期的に及び必要に応じて受
け、相互の連携を図っております。

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結して
おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締
役又は社外監査役が責任の原因となった職務について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

上記のとおり、経営監督体制が充分に機能しているとの認識から、当社は現状の体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況



１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 招集通知発送時期：2026年４月10日、中18日前に発送

集中日を回避した株主総会の設定
当社の決算日は１月31日であり、定時株主総会は４月に開催しております。よって集中日
は回避できていると認識しております。

電磁的方法による議決権の行使
2021年4月20日開催の第68回定時株主総会より、パソコンまたはスマートフォンから当社
の指定する議決権行使サイトにて、議決権行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2022年4月19日開催の第69回定時株主総会より、株式会社ICJが運営する議決権電子行
使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ホームページ等にて招集通知（要約）を英文で開示しております。

その他
株主総会の電子提供措置事項を当社ホームページの株主総会情報ページに掲載してお
ります。　https://www.to-ho.co.jp/ir/meeting.html

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに掲載しております。

（https://www.to-ho.co.jp/ir/disclosure.html）

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第2四半期、年度決算公表時にオンライン(ライブ配信)で開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページ（https://www.to-ho.co.jp/ir/）の「IR情報」ページにおいて、
決算情報、決算情報以外の適時開示資料、有価証券報告書、決算短信、中期
経営計画、月次売上情報、統合報告書、IRカレンダー等の情報を開示しており
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置 コーポレート・コミュニケーション部　広報・IRグループ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、経営環境や経営陣が変わったとしても、絶対に忘れてはならない、守るべきトー
ホーの良き伝統・理念を集約した行動準則としての「toho group way」を作成するとともに、

全てのステークホルダーとの適切な協働に努めるため「倫理行動規範」を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「食を通して社会に貢献する」「健康で潤いのある食文化に貢献する」という経営理念に基
づき、地域社会への貢献活動に継続して取組んでおります。また、環境保全活動は当社の
重要なCSR活動の一つであります。グループ全体を対象とした環境方針を制定し、環境保
全活動を推進しております。年間の環境目標を毎年定め、環境負荷の低減のために取組
み、その活動内容については当社ホームページ等を通じて公開しております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、経営方針のひとつに「コンプライアンスと適時情報開示」を掲げ、会社情報の公正
かつ適時・適切な開示に努めております。

取引所が定める適時開示規則に該当する情報は、同取引所のTDnetにて公開しておりま
す。また、TDnetにて公表した情報は、速やかに当社ホームページに掲載しております。

適時開示規則に該当しない情報についても、ステークホルダーに当社を理解してもらうた
めに重要かつ有用であると判断した情報については、適切な方法により開示しておりま
す。

その他

当社は、性別、年齢、国籍、障がいの有無等を問わず、さまざまな人材が活躍する職場を
つくります。特に食を扱う企業グループとして女性の戦力化は極めて重要であると認識して
おり、「ダイバーシティ推進プロジェクト」を組成し、女性管理職比率の向上と、男性育児休
業取得率の向上に取組んでおります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(イ)　業務運営の基本方針

当社グループでは、以下の経営憲章を経営のよりどころとしております。

経営憲章

この憲章は、株式会社トーホー及びグループ会社の永遠の繁栄のために定めたものである。経営にあたる者は、この憲章の趣旨を充分に理解し
たうえで「企業は天下の公器なり」の考え方のもとに、実行に努めなければならない。

・企業は人である。それぞれの人格を重んじ、出身閥・学閥・門閥などに囚われることなく人材を広く社内外に求め、実力主義に基づいて、適材を
適所に配置すること。

・誠実と信用を旨とし、お客様第一に心がけ、いやしくも目先の小利や投機などに走ってはならない。

・視野を広く国の内外に向け、常に時代先取りの経営を進めること。

・事を決するには、まず衆知を集め、社内外の意見を求め、わが社の発展を前提とすること。

・目的を同じくする同志として、融和と結束を常に心がけ、何事にも総力を挙げて事にあたること。

・勤勉質素を旨とし、清廉潔白に身を保ち、社会に感謝し、奉仕の精神を忘れないこと。

・公私の別を明らかにし、責任体制を明確にし、常に信賞必罰で臨むこと。

・実績を示す数字は真実の鏡である。仮にも事実を粉飾することなどがあってはならない。

・利益の配分については、まず資本の充実をはかり、株主及び従業員の優遇を心掛け、公平かつ公明に分配すること。

・在職中は勿論のこと、退職後も会社の機密など漏洩してはならない。

(ロ)　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社グループは、内部統制マネジメント委員会を設置し、「グループ内部統制規程」に基づき、当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執
行が法令及び定款に適合することを確保するための体制について統括管理を行う。

・当社グループは、倫理委員会を設置し、企業倫理及び法令遵守の精神を周知徹底する。

・当社グループは、品質保証委員会を設置し、「食品安全衛生管理規程」に基づき、食品に関する法令遵守・安全衛生体制を強化し、消費者及び
取引先に提供する食品の安全確保に努める。

・当社グループは、交通安全推進委員会を設置し、交通規則及び車両の適正な管理や運転技術の指導教育を行い、交通安全の推進や法令遵守
の強化に努める。

・当社グループは、個人情報管理委員会を設置し、個人情報保護法対応及び情報セキュリティ対策等を行い、個人情報の適切な取り扱いに努め
る。

・当社グループは、環境マネジメント委員会を設置し、「環境マニュアル」に基づき、継続的な地球環境保全のための活動を行う。

・当社グループは、グループ安全衛生委員会を設置し、グループ内で発生した労災事故の事案を把握し、その対策等を行い、労災事故撲滅に努
める。

・当社グループのすべての役員及び使用人は、共通の理念である「toho group way」とコンプライアンスの基本原則である「倫理行動規範」を通じて

その精神を理解し、一層公正・透明で風通しの良い企業風土の構築に努める。

・当社グループは、反社会的勢力との関係は、法令違反に繋がるものと認識し、「反社会的勢力排除規程」に基づき、不当要求等に対して毅然と
対応するとともに、反社会的勢力との関係を遮断する体制の整備に努める。

・当社グループは、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報のために、社内の相談窓口と社外の弁護士を直接の情報受領者とする外
部窓口を設置し、通報者の保護を徹底した内部通報制度を運用する。

・当社は、社長直轄の監査室を設置して、監査室が、定期的に実施する内部監査を通じて、当社グループの業務実施状況の実態を把握し、すべ
ての業務が法令、定款及び社内諸規程に準拠して適法・適正かつ合理的に行われているか、また、当社グループの制度・組織・諸規程が適法・適
正であるかを公正不偏に調査・検証することにより、会社財産の保全並びに経営効率の向上に努める。

(ハ)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が社内諸規程に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の
執行に係る情報を適正に記録し、法令及び社内諸規程に基づき、定められた期間保存する。

(ニ)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループは、全社横断的な委員会組織として内部統制マネジメント委員会を設置し、「グループ内部統制規程」に基づき、当社グループ全体
のリスクについて統括管理を行うとともに、子会社の社長を内部統制責任者として任命し、各子会社はリスクマネジメントを行う。また、有事には当
社の社長を対策本部長とする緊急対策本部を設け、危機管理にあたる。

・通常のリスク管理だけでは対処できないような危機・大規模災害が発生する事態に備え、最適な管理体制を整備する。

(ホ)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社グループは、環境変化に対応した会社全体の将来ビジョンと目標を定めるため、中期経営計画及び単年度の経営計画を策定する。経営計
画達成のため、取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務執行の効率化を図る。

・当社は、取締役、常勤監査役、主要子会社の社長をメンバーとする経営戦略会議を設け、定期的に開催し、経営全般に関する方針、計画策定
等の絞り込んだテーマについて、充分に審議する。取締役会の決議を要する重要事項については、毎月１回開催する定例の取締役会及び臨時
取締役会にて決定し、併せて取締役の業務執行状況の監督等を行う。

・当社は、子会社との各種連絡・協議を行うため、適宜、関係会社個別検討会を開催し、当社の取締役、監査役及び子会社の取締役等が必要に
応じてその会議に参加することにより、経営の効率化を確保する。

(ヘ)　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制



・当社は、子会社の業務の適正を確保するため、グループ戦略部を設置し、適切な経営管理を行う。

・当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社に対し、重要事項の承認について必要な手続き及び報告事項について報告を求める。

(ト)監査役による監査が効率的に行われるための体制

１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査役の職務を補助する使用人を監査室に置く。

２）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

当該使用人の任命、解任、評価、人事異動については、監査役会の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を確保する。

３）前２項の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当該使用人に対する指揮命令は監査役が行う。

４）取締役及び使用人による監査役への報告に関する体制

・当社グループの取締役及び使用人は、法令に従い、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき又は不正事故等が
発生したときは直ちに当社監査役に報告する。

・当社において、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営戦略会議等の重要な会議に
出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧することとする。

・上記にかかわらず、当社監査役は、必要に応じていつでも、当社グループの取締役及び使用人に対して報告を求め、重要と思われる会議に出
席し、また、書類の提示を求めることができるものとする。

５）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、当社監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止
し、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

６）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

当社監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の
執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等の処理を行う。

７）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社の監査室は、内部監査の計画及び結果の報告を、当社監査役に対して定期的及び必要に応じて臨時に行って相互の連携を図ることとす
る。

・当社監査役は、会計監査人の会計監査に積極的に立合うことにより連携を図ることとする。

(チ)財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社グループは、「財務報告に係る内部統制委員会」を設置し、財務報告に関する内部統制の整備・運用を行い、財務報告の信頼性を確保す
る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、役員、従業員が法令・定款・社内ルールを順守し、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を遮断・排除し、そ
の取引は断固拒絶することを基本方針としております。

当社グループでは、反社会的勢力の不当な介入の排除について「反社会的勢力排除規程」を整備し、万が一、反社会的勢力による不当要求等が
あった場合には、顧問弁護士、警察等と連携して対応する体制を取っております。

新規取引先については、反社性チェックを行うことにより、反社会的勢力との関わりを防止しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

なし

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時情報開示体制の概要

当社は、経営方針のひとつに「コンプライアンスと適時情報開示」を掲げ、株主及び投資家の皆様へ会社情報の公正かつ適時・適切な開示に努め
ております。

当社及び当社グループでは、株主及び投資家の皆様の投資判断に重要な影響を与える決定事実及び発生事実、決算に関する情報等が発生し
た場合、金融商品取引法及び東京証券取引所が定める適時開示規則等に基づき情報開示を行っております。また、適時開示規則等に該当しな
い情報についても株主及び投資家の皆様にとって当社及び当社グループをご理解いただくために重要と判断される情報については積極的な情報
開示に努めております。

なお、当社及び当社グループでは「内部者取引及び内部情報の管理に関する規程」を定め、インサイダー取引の未然防止に努めております。

会社情報の適時開示に係る社内体制

当社では、コーポレート・コミュニケーション部担当役員を情報取扱責任者として、会社情報の公正かつ適時・適切な開示に努めております。

１）グループ戦略部は各種会議への参加、関係部署（子会社を含む）からの報告・相談等により、当社及び当社グループの会社情報を集約、一元
管理しております。

コーポレート・コミュニケーション部はグループ戦略部と適宜情報を共有し、開示業務の実務を担当します。また、適時開示業務の主管部署として、
情報開示・管理に対するグループ内の周知・啓発活動を行います。

２）情報取扱責任者は当社及び当社グループで決定・発生した会社情報について、適時開示規則等に該当するかの判断を行います。また、適時



開示規則等に該当しない会社情報についても投資判断に重要な影響を与えると考えられる会社情報については開示の要否を判断します。開示
すると判断した場合には、関係部署に対し情報の管理を指導します。

証券取引所への情報開示については開示資料の内容を確認し、取締役会の決議を要するものは決議後、それ以外のものは代表取締役への報
告後、速やかに証券取引所が定める方法にて手続きを行います。また証券取引所の連絡窓口として開示内容の説明を行います。



                          

                                     

 

 

 

 

 

 

・経営戦略会議 
・経営会議 
・ガバナンス委員会 
・指名諮問委員会 
・報酬諮問委員会 
・内部統制マネジメ
ント委員会 

・サステナビリティ
委員会 

※指名諮問委員会、 
報酬諮問委員会は 
過半数を独立社外 
取締役で構成 

株主総会 

会計監査人 

選解任 

監 
 

査 

監査役会 
社内監査役１名 

独立社外監査役３名 

連携 

選解任 報告 報告 選解任 

監査 経
営
・
監
督 

業務執行取締役 
・執行役員 

各部門 連結子会社 

 ･社長ミーティング 
･関係会社個別検討会 

業
務
執
行 

内
部
統
制 

監査室 

内部統制関連のリスク管理委員会 

・倫理委員会 

・環境マネジメント委員会 

・個人情報管理委員会 

・品質保証委員会 

・交通安全推進委員会 

・財務報告に係る内部統制委員会 

・グループ安全衛生委員会 

顧問弁護士他 

連携 連携 

連携 

報告 

報告 

監査 報告 指揮・監督 

助言・指導 

報告 監督 

代表取締役社長 

取締役会 
社内取締役４名 

独立社外取締役４名 

監査 

報告 

コーポレート・ガバナンス体制模式図 

連携 

監督 



 

■適時開示に係る社内体制 

 

[代表取締役] 

情 報 開 示 

[取締役会] 

[情報取扱責任者（ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部担当役員）] 

・適時開示に該当するかの判断 

・開示の要否の判断 

・開示内容の確認 

[グループ戦略部] 

・情報の集約、管理 

[ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部] 

・開示業務 

会社情報（子会社を含む） 

決議 確認 

報告 付議 

確認 

適宜情報共有 

開示判断 



■取締役会（男性９名、女性３名）のスキルマトリックス（参考資料）

企業経営・
経営戦略

営業、
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

財務・会計
、資本政策

法務、
ﾘｽｸ管理、
内部統制

人事・労務
ＩＴ・

デジタル

ＥＳＧ、
地域コミュ

ニティ

商品調達・
開発、物流

奥野 邦治
(代表取締役社⻑)

5年 ○ ○ ○ ○

田上 玲子
(取締役執行役員)

1年 ○ ○ ○ ○

原田 大介
(取締役執行役員)

1年 ○ ○ ○

森山 隆志
(取締役執行役員)

― ○ ○ ○

佐藤 尚文
(社外取締役)
(独立役員)

5年 ○ ○ ○

原田 比呂志
(社外取締役)
(独立役員)

5年 ○ ○ ○

渡真利 千恵
(社外取締役)
(独立役員)

3年 ○ ○ ○ ○

山村 和正
(社外取締役)
(独立役員)

1年 ○ ○ ○

藤田 修一
(常勤監査役)

2年 ○ ○

中島  亨
(社外常勤監査役)

(独立役員)
5年 ○ ○

中川 一之
(社外監査役)
(独立役員)

7年 ○

種谷 有希子
(社外監査役)
(独立役員)

3年 ○ ○

※上記一覧表は、各人の有する全てのスキルを表すものではありません。

氏    名
(役   位)

在任
年数

専門性と経験


